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１ 生活衛生関係営業税制の体系
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補助金 税制 融資

組合・連合会 営業者・組合 都道府県セン
ター・ 日本公庫

振興指針・振興計画

生活衛生関係営業の振興

審査・評価WG 税制・融資WG 税制・融資WG 衛生問題検討会

国・組合

厚生科学審議会生活衛生営業適正化分科会

サービスの質
の向上

全国指導センター
理美容試験研修センター

クリーニング師研修WG
管理理容師・美容師

講習等WG

地域保健検討会

保健所・都道府県

規制

生活衛生個別案件
（旅館の規制緩和等）

地域保健の
枠組み見直し

政策ツール

関係機関

検討会名称

（凡例）

連携強化

生活衛生関係営業の振興の体系
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（目的）
第１条 この法律は、公衆衛生の見地から国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関
係の営業について、衛生施設の改善向上、経営の健全化、振興等を通じてその衛生水準の維持
向上を図り、あわせて利用者又は消費者の利益の擁護に資するため、営業者の組織の自主的活
動を促進するとともに、当該営業における過度の競争がある等の場合における料金等の規制、当
該営業の振興の計画的推進、当該営業に関する経営の健全化の指導、苦情処理等の業務を適
正に処理する体制の整備、営業方法又は取引条件に係る表示の適正化等に関する制度の整備
等の方策を講じ、もつて公衆衛生の向上及び増進に資し、並びに国民生活の安定に寄与するこ
とを目的とする。

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律
（昭和３２年６月３日法律第１６４号）（抄）

（減価償却の特例）
第５６条の５ 第５６条の３第１項の規定による認定を受けた組合又は小組合は、租税特別措置
法 （昭和３２年法律第２６号）で定めるところにより、当該認定計画に係る共同施設について特別
償却をすることができる。
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生活衛生関係営業税制の体系

※青色付けの項目（厚生労働省単独要望の項目）と「ホテル・旅館に係る固定資産評価の見直し」が本ＷＧの検討の射程
※期限が設定されていない税制については便宜上割愛している（次頁以降掲載）
※「ホテル・旅館に係る固定資産評価の見直し」については、平成23年度税制改正大綱において引き続き検討することとされた
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生活衛生同業組合等の貸倒引当金の特例措置
　［法人税等］

取得段階の軽減措置

保有段階の軽減措置
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）

共同利用施設の特別償却
［法人税］

公害防止用設備の特別償却
［所得税・法人税］

中小企業投資促進税制
［所得税・法人税・法人住民税］

公害防止用設備に係る課税標準の特例措置
［固定資産税］

ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価の
見直し（※）

　［固定資産税］

産業活力再生特別措置法に基づく特例措置
　［不動産取得税・登録免許税］



その他生活衛生関係営業税制①＜期限が設定されていない税制＞
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出資組合である生活衛生同業組合及び生活衛生同業組合連合が生衛法の規定による責任準備金の
積立によりあたり、保健又は共済に係る異常災害損失の補填にあたるため、異常危険準備金として積み立
てたときは、当該年度の保険料収入の100分の40を限度として損金に算入する。

［根拠法令］租税特別措置法§５７条の５

１．保険会社等の異常危険準備金【法人税・（法人住民税）】

○理容師美容師試験研修センターにおける試験及び免許登録事業の非課税措置
【法人税・（法人住民税・事業税）】
［根拠法令］法人税法施行令§５①三十ホ

２．法人税 ＜非課税措置＞

○宗教法人法第４条第２項（宗教法人の定義）に規定する宗教法人又は公益社団法人若しくは公益財
団法人が行う墳墓地の貸付業に係る非課税措置
［根拠法令］法人税法施行令§５①五ニ

３．印紙税 ＜非課税措置＞

○生活衛生同業組合・生活衛生同業小組合及び生活衛生同業組合連合会が作成する出資証券
［印紙税法別表第一：四、印紙税法施行令§２５ ］

○株式会社日本政策金融公庫が作成した文書 ［印紙税法別表第二］



その他生活衛生関係営業税制②＜期限が設定されていない税制＞
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○公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律第二条に規定する公衆浴場の用に供されている土地
等、墓地、埋葬等に関する法律第二条第五項に規定する墓地又は同条第七項に規定する火葬場の用
に供されている土地等［地価税法§６⑤，別表第一:二十三，二十四］

４．地価税 ＜非課税措置＞

○公益社団・財団法人、生活衛生同業組合・同連合会（非出資に限る）等が有する土地（ただし、定款
等に定められた業務目的の用以外の用に供されている土地等及び定款等に定められた業務目的の用に
供するための一定の利用計画のない未利用地等を除く）［地価税法§６②］

○全国生活衛生営業指導センター又は都道府県生活衛生営業指導センターについて、その事業の公共
性に鑑み収益事業を行わない限り、非課税］

５．法人住民税 ＜非課税措置＞ ［Ｓ59.2.6自治省府県税課長・市町村税課長通知］

６．事業税

○非課税措置［地方税法§72の5①五］
非出資組合である生活衛生同業組合及び生活衛生同業組合連合会の非収益事業部分

○標準税率［地方税法§72の24の7］
出資組合である生活衛生同業組合及び生活衛生同業組合連合会並びに生活衛生同業小組合は

特別法人とされ、標準税率は以下の通り
①所得のうち年 400万円以下の金額 5.0％
②所得のうち年 400万円を超える金額及び清算所得 6.6 ％



その他生活衛生関係営業税制③＜期限が設定されていない税制＞
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７．固定資産税

○非課税措置［地方税法§348④］
生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合及び生活衛生同業組合連合会並びに生活衛生同業

組合中央会が所有し、かつ、使用する事務所及び倉庫については非課税

○減免措置［地方税法§367］
生きがい対応型デイサービス事業を実施する旅館・ホテルについて、各市町村における自主的な判断

により固定資産税を減免

○税額の軽減
従来の取扱いア）、イ）を考慮し、適宜軽減

［H12.4.1自治固第24号 自治省固定資産税課長通知］
ア）公衆浴場の用に供する固定資産について、当該固定資産税に係る税額の2／3相当額の軽減
イ）高齢者、障害者に対する福祉入浴サービスを提供し、一定の基準を満たす公衆浴場（福祉浴
場）については、これを1／6に軽減



その他生活衛生関係営業税制④＜期限が設定されていない税制＞
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８．事業所税

○非課税措置
ア）物価統制令の適用を受ける公衆浴場

［地方税法§701の34③四、地方税法施行令§56の25］
イ）非出資組合である生活衛生同業組合及び生活衛生同業組合連合会の非収益事業

［地方税法§701の34②］

○軽減措置（税額の 1／2を軽減）
ア）出資組合である生活衛生同業組合及び生活衛生同業組合連合会並びに生活衛生同業小組
合が本来の事業の用に供する施設

［地方税法§701 の41①一］
イ）ホテル、旅館業の用に供する施設（風俗営業法第2条第6項第4号に規定するもの（モ－テル、ラブ
ホテル等）を除く）のうち、客室、宿泊客の利用する食堂、広間等

［地方税法§701の41①九、地方税法施行令§56の60］



２ 共同利用施設の特別償却
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共同利用施設の特別償却制度＜概要＞
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※共同利用施設：共同冷凍庫、研修施設、共同購入資材配送車輌 等

［創設］昭和５５年（昭和５４年環境衛生関係営業の運営の適正化に関する法律一部改正に伴う措置）
［要望経緯］期限切れ毎に延長要望
［根拠法令］租税特別措置法第４４条の５、第６８条の２４

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第５６条の５

概要

（特別償却）
生活衛生同業組合（出資組合に限る）及び生活衛生同業小組合が策定する振興計画に基づき共同
利用施設を設置した場合に取得価額の６％を特別償却

政策目的

 従業員5人未満の事業所が
70.4%

 約115万事業所

（全産業589万うち19.5%）

 約667万人の雇用

（全従業者5,844万のうち11.4%）

生衛業は国民生活に密着し、
大半が零細事業者

○事業収益の低迷や国内民需の減速

○大手チェーンストアの進出

○協業化等による合理化・省力化の推進による生産性の向上

○経営基盤の安定 → 国民の衛生水準の向上

政策税制（特別償却）

（本措置は、税制改正関連法案の成立を前提としている。）



平成２２・２３年度税制改正大綱
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１．平成22年度税制改正大綱［平成21年12月22日閣議決定］

 租税特別措置は税負担の公平の原則の例外

→ 正当化されるためには、適用の実態や効果が透明で分かりやすくする必要

 適用実態がはっきりしないものや、適用件数が非常に尐ないものが散見される

 税制における既得権益を一掃し、租税特別措置をゼロベースから見直し、整理合理化を進める必要

→ 適用者数が比較的尐ない措置（２桁台以下）等については、特に厳格に判断する。

２．平成23年度税制改正大綱［平成22年12月16日閣議決定］

共同利用施設の特別償却制度について、特別償却率を６％(現行８％)に引き下げた上、その適用期限を１年
延長します。
なお、本制度のあり方については、検討事項に明記します。

生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度の適用期限の延長
〔法人税〕

【検討事項】
共同利用施設の特別償却制度については、現行制度の適用実績が極めて低調であることに鑑み、
生活衛生同業組合等の活動状況、本制度の利用状況等の分析、対象設備等に関する検証を踏ま
え、制度の抜本的な見直しに向けた検討を行います。



共同利用施設の概要
（１）送迎用マイクロバス

○価格
約7,300万円

(調査)
理容生活衛生同業
組合の事例

（２）会館

理容生活衛生同業組合で利用

○価格帯
・約500万円～

約900万円

(調査)
自動車製造メーカー
HPによる

（３）自動洗髪機

○価格帯
・約100万円～

約150万円

(調査)
自動洗髪機製造メー
カーHPによる

（４）研修施設

○価格
約1,000万円

(調査)
美容生活衛生同業
組合の事例

美容生活衛生同業組合で利用

旅館生活衛生同業組合で利用

美容生活衛生同業組合で利用 13



共同利用設備の概要

株式会社日本政策金融公庫「貸付便覧（生活衛生融資）」による 14



共同利用施設適用実績①
平成５年度～２１年度「生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度」活用実績

15

平成12年度
2 66 5.3 1.2

会館(理容)１件、送迎用バス(旅館)１件

平成14年度～
平成21年度

利用実績なし

平成13年度
2 22 1.8 0.4

自動洗髪機(美容)１件、研修施設(美容)１件

平成10年度
5 15 1.2 0.3

送迎用バス(旅館)１件、資材配送車両(美容)４件

平成11年度
0 0 0.0 0.0

2 3 0.2 0.1

教材運搬用車両(美容)１件、送迎用車両(クリーニング)１件

特別償却設備取得額
(百万円)

特別償却額
(百万円)

減税額
(百万円)

平成５年度
2 69 5.5 1.2

研修施設(理容)１件、共用管理施設(旅館)１件

対象施設数

平成６年度
2 69 5.5 1.2

研修施設(美容)１件、共同工場(クリーニング)１件

平成７年度
1 3 0.2 0.1

資材配送車両(美容)１件

平成８年度
1 66 5.3 1.2

事務所兼研修施設(美容)１件

平成９年度



（１）共同購入車両（○○県○○生活衛生同業組
合）
平成22年4月車両取得、平成22年5月供用開始
［特別償却設備取得額］2.4百万円
［車種］普通貨物自動車

共同利用施設適用実績②
平成２２年度「生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度」活用見込み

平成２３年度以降「生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度」活用見込み

（１）○○研修施設（○○県○○生活衛生同業組合）
平成25年3月供用開始(予定)
［特別償却設備取得額］200百万円
［設置予定地］ ○○県○○市

（２） ○○研修施設（○○県○○生活衛生同業組合）
平成26年以降供用開始(予定)
［特別償却設備取得額］80百万円
［設置予定地］○○県○○市○○町
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（２）共同駐車場（○○県○○生活衛生同業組合）

平成22年5月供用開始
［特別償却設備取得額］ 7百万円
［設置場所］○○県○○市

※共同購入資材(溶剤、石鹸、
包装材、ハンガー等)の組合員へ
の配送に利用



共同利用施設の設備投資動向

共同利用施設に関するアンケート (厚生労働省健康局生活衛生課平成22年9月調査)

○平成22年9月に実施したアンケートによれば、生活衛生同業組合は設備投資(共同利用施設
取得)意欲はあるものの、厳しい景気動向や資金調達が難しく、新規の設備投資を見合わせざ
るを得ない状況もあることが伺えた。

○ただし、設備投資動向は上向きであり、今後の支出余力に伴い、共同利用施設の取得が見
込まれることから、事業の共同化・協業化促進の観点から本税制の延長を強く望んでいる。

共同利用施設へ設備投資をしない理由

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25 0.3 0.35 0.4 0.45

景気の見通しに不安・不透明感があるから

資金調達が困難

今ある共同利用施設が老朽化してから検討
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２ 公害防止用設備の特例措置
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公害防止用設備の特例措置＜概要＞

19

※公害防止用設備
３００万円以上の
①テトラクロロエチレン溶剤に係る活性炭吸着回収装置を内蔵するドライクリーニング機（内蔵型）
②フッ素系溶剤に係る活性炭吸着回収装置を内蔵するドライクリーニング機（フッ素溶剤型）

［創設］平成５年
［要望経緯］期限切れ毎に延長要望
［根拠法令］租税特別措置法第１１条、第４３条、第６８条の１６

概要＜所得税・法人税＞

（特別償却）
クリーニング事業者が公害防止用設備を取得した場合に取得価額の８％を特別償却

※公害防止用設備
①テトラクロロエチレン溶剤に係る活性炭吸着回収装置（外付け型）
②テトラクロロエチレン溶剤に係る活性炭吸着回収装置を内蔵するドライクリーニング機（内蔵型）

［創設］平成９年
［要望経緯］期限切れ毎に延長要望（平成２２年に地下水浄化施設の特例措置を廃止）
［根拠法令］地方税附則第１５条第２項

概要＜固定資産税＞

クリーニング事業者が所有する公害防止用設備に係る固定資産税の課税標準を特例措置（固定資産
税の課税標準を１／３に軽減）

（本措置は、税制改正関連法案の成立を前提としている。）



ドライクリーニング機市況について

社団法人日本産業機械工業会業務用洗濯機部会機械出荷統計

○クリーニング市場の縮小傾向や景気悪化の影響を受けて、クリーニング関連機器の販売数量は
低迷

＜合成溶剤ドライ機出荷台数＞

・平成１９年度（６１台） ・平成２０年度（６３台）
・平成２１年度（９５台） ・平成２２年度（５４台）
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石油系ドライ機

合成溶剤ドライ機
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クリーニング市場動向について

総務省統計局 「家計調査報告」

○2009年の勤労者世帯のクリーニング代は8,863円で、1993年(19,826円)から連続して減尐
○長引く不況で節約志向が強まり、以前はクリーニングに出していたブラウスやズボンなどを、自分で
洗濯する家庭が増えたことが主因。

○家電メーカーは、高機能の洗濯機やアイロンを相次ぎ投入
○クールビズなど服装のカジュアル化や「形状記憶」タイプのシャツの普及も一因

199719951993 200320011999 20072005 2009

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

勤労者世帯

1世帯当りクリーニング代支出額／年間合計推移
（1993年度～2009年度）

※全国全世帯：二人以上の世帯
※勤労者世帯：二人以上の世帯のうち勤労者世帯

全国全世帯
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ドライクリーニング溶剤について

引火性溶剤
非引火性溶剤

引火点

石油系溶剤（炭化水素） 38℃以上 塩素系溶剤 テトラクロロエチレン

シリコーン系
溶剤

環状 77℃
フッ素系
溶剤

HCFC-225

鎖状 64℃ HFC-365mfc

その他
d-リモネン 48℃ HFC-43-10mee

グリコールエーテル 100℃ 臭素系溶剤 1-ブロモプロパン

①石油系溶剤
・衣料乾燥に高温と時間を要するため、風合い、生産性で問題にされやすい
②テトラクロロエチレン（パーク）
・短時間で洗浄、乾燥ができ、生産性が高い反面、樹脂を溶かしやすく、風合いが硬くなりや
すい
・化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）の第2種特定化学物質に指
定されており、取扱いや環境保全対策が必要

③HCFC-225
・2020年で製造禁止
④HFC-365mfc
・オゾン破壊係数はゼロ、・地球温暖化係数は小さい、・実用上無害
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公害防止用設備の概要①

23

＜外付け型＞

（外付け型設置例（東京都港区）、全国クリーニング生活衛生同業組合連合会より写真提供）



公害防止用設備の概要③

製造メーカー 価格

国内ドライ機製造メーカー
985万円

1,560万円

24

＜フッ素溶剤型＞

※以下、国内ドライ機製造メーカー製品パンフレットによる



公害防止用設備の概要②

製造メーカー 価格

国内ドライ機製造メーカー
1,472万円

1,563万円

25

＜内蔵型＞

※以下、国内ドライ機製造メーカー製品パンフレットによる



３ ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価の見直し
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ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価の見直し（固定資産税）

ホテル・旅館の用に供する建物に係る固定資産評価について、その評価を適正化するため、使用実態に即
した見直しを行う。

要望内容

○ホテル・旅館は、建物等の固定資産そのものが重要な商品であることから、顧客ニーズの変化を踏まえて、顧客ニーズに合致
しなくなった建物は経過年数が比較的短くても除却されるような状況にある。

○一方で、ホテル・旅館の用に供する建物に係る固定資産税に関しては、建築後、何年経過してもその評価額が下がらない等、
使用実態に即したものになっているとは言い難いことから、その評価を適正化する必要がある。

現状と課題

５８，６５４施設
（平成２２年３月３１日現在）

【内訳】
ホテル営業：９，６８８
旅館営業 ：４８，９６６

ホテル・旅館の施設数 固定資産評価基準における経年減点補正率
基準表の経過年数

構造 経過年数

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 50年

煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 45年

鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 35年

鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 28年

鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 20年

◆対象税目 固定資産税
◆特例措置の対象 ホテル・旅館の用に供する建物
◆特例措置の内容 ホテル・旅館の用に供する建物に係る固定資産評価を実態に即したものに見直す。
◆政策の達成目標 国内観光旅行による国民一人当たり年間宿泊数 ４泊（平成２２年度）

国内における観光旅行消費額 ３０兆円（平成２２年度）

ホテル（非木造）

税制改正要望の概要
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ホテル・旅館の適正な事業活動が確保されることで、観光立国の推進にも寄与
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○ 宿泊施設においては、「施設の老朽化による改装・修理」が６８．５％と最大の課題。
○ 宿泊施設が抱える課題解決の阻害要因としては、｢必要な資金の確保が難しい｣が７２．５％と最も多い。

宿泊施設が抱える課題

宿泊施設への支援策と経済的影響等に関する調査（２００９年）〔観光庁〕
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宿泊施設が抱える課題と課題解決の阻害要因
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○ 大半の宿泊施設が、 「設備投資等に対する補助・融資・税制特例等による支援」や「固定資産に対する
税制上の優遇措置（税率の軽減等）による支援」を国に要望。

設備投資 ：設備投資等に対する補助・融資・税制特例等による支援
固定資産 ：固定資産に対する税制上の優遇措置（税率の軽減等）による支援
国内観光 ：国内観光の需要喚起に向けたキャンペーン・広報の実施
国外キャンペーン ：外国人客の誘客に向けた国外でのキャンペーン・広報の強化
地域での取組み ：実証実験等による地域での取組みの立ち上げの支援
スキルアップ研修等：従業員のスキルアップのための研修等の実施
情報提供 ：各種支援制度や先進的な取組みの情報提供
窓口の一本化 ：各種支援制度等の相談・申請窓口の一本化
即戦力育成 ：即戦力となる人材の育成
経営研修会 ：経営に関する研修会の実施
専門家の派遣 ：マネジメントの専門家の派遣

国に要望する支援

宿泊施設への支援策と経済的影響等に関する調査（２００９年）〔観光庁〕
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宿泊施設が国に要望する支援
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固定資産税の経年減点補正率表
の建物の別（非木造）

構造
経過年数

①

国税の減価償却資産耐用年数表の
建物の別

その１

耐用年数
②

経過年数と耐用年
数の差
①－②

国税の減価償却資産耐用年数表の
建物の別

その２

耐用年数
②’

経過年数と耐用年
数の差
①－②’

４．百貨店、ホテル、劇場及び娯楽場用
建物

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 50

旅館又はホテル用のもの

39（31※1） 11（19※1）

劇場用、演奏場用、映画館用又は舞踏
場用のもの

41（34※2） 9（16※2）
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 45 36 9 38 7
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 35 29 6 31 4
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 28 24 4 25 3
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 20 17 3 19 1

１．事務所、銀行用建物及び２～７以外の
建物

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 65

事務所用のもの

50 15
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 50 41 9
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 45 38 7
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 34 30 4
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 24 22 2

２．住宅、アパート用建物

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 60

住宅用のもの

47 13
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 45 38 7
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 40 34 6
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 30 27 3
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 20 19 1

３．店舗及び病院用建物

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 50

店舗用のもの

39 11

病院用のもの

39 11
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 45 38 7 36 9
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 40 34 6 29 11
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 30 27 3 24 6
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 20 19 1 17 3

５．市場用建物

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 45

魚市場用のもの

38 7
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 35 34 1
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 35 31 4
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 28 25 3
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 20 19 1

６．公衆浴場用建物

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 35

公衆浴場用のもの

31 4
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 34 30 4
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 30 27 3
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 21 19 2
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 16 15 1

７．工場、倉庫、発電所、変電所、停車場及び車庫用建物
（１）一般用のもの（（２）及び（３）以外のもの）

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 45

工場用のもの
その他のもの
その他のもの

31 14
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 40 30 10
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 35 26 9
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 26 24 2
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 18 17 1

７．工場、倉庫、発電所、変電所、停車場及び車庫用建物
（２）塩素、塩酸、硫酸、硝酸その他の著しい腐食性を有する液
体又は気体の影響を直接全面的に受けるもの、冷凍倉庫用の
もの及び放射性同意元素の放射線を直接うけるもの

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 26
工場用のもの
塩素、塩酸、硫酸、硝酸その他の著しい腐食性を有する液体
又は気体の影響を直接全面的に受けるもの、冷凍倉庫用のも
の（倉庫事業の倉庫用のものを除く）及び放射性同意元素の
放射線を直接うけるもの

24 2
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 24 22 2
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 22 20 2
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 16 15 1
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 13 12 1

７．工場、倉庫、発電所、変電所、停車場及び車庫用建物
（３）塩、チリ硝石その他の著しい潮解性を有する固体を常時
蔵置するためのもの及び著しい蒸気の影響を直接全面的に受
けるもの

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 35

工場用のもの
塩、チリ硝石その他の著しい潮解性を有する固体を常時蔵置
するためのもの及び著しい蒸気の影響を直接全面的に受ける
もの

31 4
煉瓦造、コンクリートブロック造及び石造 30 28 2
鉄骨造（骨格材の肉厚が４mmを超えるもの） 28 25 3
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mmを超え４mm以下のもの） 20 19 1
鉄骨造（骨格材の肉厚が３mm以下のもの） 15 14 1

※1 延べ面積のうちに占める木造内装部分の面積が三割を超えるもの

※2 貸席用のもので、延べ面積のうちに占める木造内装部分の面積が三割を超えるもの

固定資産税の経過年数と国税の減価償却における耐用年数の比較
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例えば、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造であれば、
経年減点補正率について、使用実態に即したものとするため、
下限（０．２）となる経過年数を５０年から３９年に短縮。


